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第１部 計画の概要                        

１．計画の基本理念 

五島市は、国・県に比べて高齢化が進行しており、既に、市民の 3 人に 1 人が高

齢者と言う状況です。具体的な指標としては、全人口に対して６５歳以上の方の占め

る割合が３１．５７％（平成２０年１２月末時点）となっております。また、一人暮

らしや夫婦だけで生活している世帯が多く見受けられます。 

我が国全体の少子高齢化は、さらに進むことが予測されておりますが、離島である

本市においては、国全体よりも早く少子高齢化が進行している現状であり、児童と高

齢者への福祉の充実並びに介護保険事業の適切な運営が、本市の行政上の最重要課題

となります。 

このような本市の現状を踏まえ、本計画では「高齢者が生きがいをもって充実して

暮らすことができるまちづくり」を計画の基本理念とし、高齢者がいつまでもいきい

きと、安心して生活できる環境づくりを進めていきます。 

なお、計画の推進にあたっては、全市的なバランスにも配慮しつつ、しまの豊かさ

を創造する海洋都市として、離島等の各地域それぞれの特性に応じた施策展開に努め

るとともに、五島市らしい取り組みを活用していきます。 

 

 

 

 

 

基本理念を実現するための課題と目標を次のとおり定めます。 

 

 
基本理念を実現するための課題 

 

★ 高齢者は豊かな知識や経験、技術を持った貴重な人材です。ますます高齢化が進む中、本

市の活性化を図るためには、元気な高齢者の方々の豊富な知識や経験等を活かして、いき

いきと活躍していただくことが必要です。 

 

 

★ 介護や生活上の支援を要する高齢者が、住み慣れた地域の中で安心して生活できる環境づ

くりを図ることは重要な課題です。 

 

 

★ 本市の特徴として高齢者の一人暮らしや夫婦のみ等、高齢者だけで生活する世帯の割合が

高く、高齢化の進行とともに増加する要介護（要支援）認定者の地域ぐるみの支援が必要

です。 

高齢者が生きがいをもって充実して 

暮らすことができるまちづくり 
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基本理念を実現するための目標 

 

（1）自分らしく生活できる（生きがいづくりの推進） 

老人クラブやシルバー人材センターと連携し高齢者の社会参加や就労支援を図り、

高齢者一人ひとりが生きがいを持ち、積極的に社会参加していくことで活力あるまち

づくりを進めます。元気なときも介護状態となられたときも、各個人の尊厳を守るた

めに、社会福祉協議会と地域包括支援センターの協働による、高齢者の権利擁護や認

知症高齢者対策等に取り組む体制の整備を図ります。 

 

 

（２）元気で楽しく生活できる（介護予防や健康づくりの推進） 

人は誰でも自分の力で元気に生きていきたいと願っています。身体及び精神の健康

を持続することで高齢者ができる限り介護を必要とせずに生活できるよう、生活習慣

病予防や介護予防等の高齢者の健康づくり支援を進めていきます。健康づくり意識の

啓発や情報提供等に取り組み、地域に根付いた健康づくりを促進していきます。 

 

 

（３）安心して生活できる（生活支援の充実） 

「介護状態になったときに、地域において自宅で生活できるだろうか。」と考える

高齢者はとても多くなっています。介護保険制度において、市民が安心して介護サー

ビスを利用できるよう、サービスの質の向上のための取り組みを進め、在宅介護サー

ビスの充実と地域密着型サービスにより介護が必要になっても可能な限り住み慣れ

た地域で生活できる環境づくりを推進します。 

 

 

（4）地域で生活できる（高齢者を地域で支える環境づくり） 

高齢者がいつまでも安心して地域で生活するため、情報提供・相談対応やサービス

調整、地域での見守りなど、地域包括支援センターが各支所や在宅介護支援センター

等と連携しながら、民生委員等の地域の住民の方々と連携した高齢者を見守る体制づ

くり、高齢者を地域で支える環境づくりに努め地域ケアの推進を図ります。 
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第２部 高齢者と各種サービスの現状                    

第１章 被保険者の現状                    

1．人口・世帯の状況 

（１）人口の推移 

平成１５年－２０年度の人口推移をみると、総人口は５年間で４，２２０人減少し

平成２０年４月現在で４４，１３２人となっています。一方、高齢者人口は、平成１

９年度にピークを向かえ、平成２０年４月現在で１３，８３５人となっています。高

齢者人口のなかで著しく増加しているのが、後期高齢者（７５歳以上）で、平成１５

年度時点では前期高齢者（６５歳以上７５歳未満）が後期高齢者を大きく上回ってお

りましたが、平成２０年には、逆に後期高齢者（７，６０６人）が前期高齢者（６，

２２９人）を大きく上回っています。 

総人口の減少や高齢者の人口により、高齢化率（総人口に占める高齢者人口の割合）

も上昇しており、平成２０年４月現在で３１．３％と、５年間で３．３ポイント上昇

しています。また、後期高齢者の割合（高齢者人口に占める後期高齢者人口の割合）

についても、平成２０年４月現在で５５．０%と、５年間で７．８ポイントとかなり

のスピードで上昇しています。高齢化の状況を全国・長崎県と比較すると、本市の高

齢化率は、全国・長崎県を大幅に上回っており、依然として高齢化率の高い地域であ

ることがわかります。 

              ■ 人口の推移 ■         （単位：人） 

平成 平成 平成 平成 平成 平成 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度   

            

H15-20 年

度増減
(H20-H15)

H15-20年度

伸び率
（H20/H15）

総人口 48,352 47,579 47,055 46,099 45,039 44,132 -4,220 0.91 

高齢者（第１号被保険者） 13,537 13,659 13,779 13,859 13,899 13,835 298 1.02 

前期高齢者(65-74 歳) 7,152 6,973 6,786 6,618 6,455 6,229 -923 0.87 
  

後期高齢者（75 歳以上） 6,385 6,686 6,993 7,241 7,444 7,606 1,221 1.19 

高齢化率 28.0% 28.7% 29.3% 30.1% 30.9% 31.3% 3.3%

前期高齢化率 14.8% 14.7% 14.4% 14.4% 14.3% 14.1% -0.7%
  

後期高齢化率 13.2% 14.1% 14.9% 15.7% 16.5% 17.2% 4.0%

高齢者人口に占める高齢者率  0.0%

前期高齢化率 52.8% 51.1% 49.2% 47.8% 46.4% 45.0% -7.8%
  

後期高齢化率 47.2% 48.9% 50.8% 52.2% 53.6% 55.0% 7.8%

資料／住民基本台帳（4 月現在） 
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■ 高齢化率の推移（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／[全国・長崎県] 総務省統計局推計人口（10 月 1 日現在）、 

平成 17 年度：国勢調査（10 月 1 日現在）、 

平成 20 年度：全国＝総務省統計局推計人口概算値（4 月現在）、 

 [五島市]住民基本台帳（4 月現在） 

 

 

※ 本計画書中に記載している平成１６年８月１日以前（合併前）の統計データは、旧 1 市 5
町のデータを合算したものです。 
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第２部 高齢者と各種サービスの現状    
第１章 被保険者の現状 

9 

 

（２）地区別の高齢化の状況 

高齢化の状況は市内でも地区ごとに差が大きく、支所地区や小離島地区においては、

高齢化率が３０%後半にまで上昇しています。福江地区においても２４．４%と３年

間で２．１%上昇しています。 

■ 地区別の高齢化の状況 ■       （単位：人） 

  総人口 
高齢者人口  

（65 歳以上）

後期高齢者人口

（75 歳以上）

高齢化率  

（高齢者人口／

総人口） 

後期高齢化率
（後期高齢者人口

／総人口） 

全体 43,971 13,841 7,603 31.48% 17.29%

福江中学校区 18,132 4,428 2,251 24.42% 12.41%

奥浦中学校区 1,353 522 300 38.58% 22.17%

崎山中学校区 1,991 676 387 33.95% 19.44%

翁頭中学校区 3,598 1,148 654 31.91% 18.18%

黄島中学校区 54 26 16 48.15% 29.63%

椛島中学校区 223 127 76 56.95% 34.08%

久賀中学校区 513 272 163 53.02% 31.77%

富江中学校区 5,707 1,991 1,132 34.89% 19.84%

玉之浦中学校区 1,856 812 481 43.75% 25.92%

三井楽中学校区 3,209 1,150 621 35.84% 19.35%

嵯峨島中学校区 210 54 32 25.71% 15.24%

岐宿中学校区 3,929 1,412 798 35.94% 20.31%

奈留中学校区 3,196 1,223 692 38.27% 21.65%

資料／住民基本台帳（平成 20 年 3 月現在） 

 

（３）世帯の状況 

五島市の現状は、総人口の減少により総世帯数も減少しており、平成１７年の国勢

調査によると１９，２２１世帯で平成１２年と比較して７４６世帯減少しています。

その中で、高齢者のいる世帯は、高齢化に伴い少し増加しており、高齢者単身世帯も

依然として増加傾向にあります。 

全国・長崎県の家族構成では、高齢者との同居世帯が約半数を占めているのに対し、

本市の場合、同居世帯は２８．６%に留まり、「高齢者単身世帯（1 人暮らし世帯）」

（３８．３%）や「高齢者夫婦世帯」（３３．１%）をあわせると７０%を超えてお

り、高齢者のみの世帯の割合が極めて高くなっています。 
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■ 高齢者のいる世帯の状況 ■      （単位：世帯） 

平成 12 年 平成 17 年 

  

世帯数 構成比① 構成比② 世帯数 構成比① 構成比②

総世帯数 19,967    19,221    

高齢者のいる世帯 8,762 43.90% 100.00% 9,015 46.90% 100.00%

高齢者単身世帯 3,260 16.30% 37.20% 3,450 17.95% 38.27%

高齢者夫婦世帯 3,190 16.00% 36.40% 2,988 15.54% 33.14% 

その他の同居世帯 2,312 11.60% 26.40% 2,577 13.41% 28.59%

資料／国勢調査（各年 10 月現在） 

※構成比①：総世帯数に占める割合、構成比②：高齢者のいる世帯に占める割合。 

 

 

 

■ 高齢者のいる世帯の構成比（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料／国勢調査（平成 17 年 10 月現在） 
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２．要介護（要支援）認定者の状況 

（１）要介護（要支援）認定者の状況 

要介護（要支援）認定者数は、平成１２年度から早いスピードで増加しておりまし

たが、平成１７年度（３，１９２人）をピークに安定しています。要介護度別にみる

と、平成１８年度に要支援が要支援１と要支援２に分かれた影響で、要支援者が５年

間で８２５人から１，１０３人と１．３倍になった反面、要介護１が９１４人から６

３６人と３０%減少しております。 

要介護（要支援）認定率（高齢者人口に対する要介護[要支援]）についても、平成

１７年度（２３．０５%）をピークに安定しています。全国的に認定率は緩やかに高

くなっていますが、前述のとおり、本市は高齢者の中でも、要介護（要支援）認定者

に陥る可能性が高い後期高齢者の割合が全国・長崎県に比べて高いため、認定率も全

国・長崎県に比べて高い割合で推移し続けています。 

 

■ 要介護（要支援）認定者数の推移 ■   （単位：人） 

  
平成  

15 年度

平成  

16 年度

平成  

17 年度

平成  

18 年度

平成  

19 年度 

平成 15-19

年度伸び率
（H19/H15）

認 定 者 計 2,961 3,107 3,192 3,120 3,150 1.06 

要 支 援 者 計 825 875 868 1,053 1,103 1.34 

要 介 護 者 計 2,136 2,232 2,324 2,067 2,047 0.96 

要 支 援 1 等 825 875 868 667 656 0.80 

要 支 援 2 － － － 386 447 － 

要 介 護 1 914 984 1038 736 636 0.70 

要 介 護 2 353 367 377 372 419 1.19 

要 介 護 3 300 307 333 364 367 1.22 

要 介 護 4 269 296 303 306 327 1.22 

要 介 護 5 300 278 273 289 298 0.99 

認定率（高齢者人口比） 21.87% 22.75% 23.05% 22.42% 22.71%  

資料／介護保険事業報告年報（年度末現在） 

※要支援 1 等とは平成 17 年度までの「要支援」、平成 18 年度からの「要支援 1」と「経過的要介護」を表す。 

※認定率（高齢者人口比）＝認定者数（第 2 号被保険者含む）／高齢者人口 
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■ 要介護（要支援）認定率の推移（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／[全国・長崎県]介護保険事業状況報告（年度末現在） 

   ※平成 19 年度については、平成 20 年 2 月分を記載 

[五島市]介護保険事業状況報告年報（年度末現在） 

■ 要介護度別構成割合の状況（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／[全国・長崎県]介護保険事業状況報告（平成 20 年 2 月末現在） 

[五島市]介護保険事業状況報告（平成 20 年 3 月末現在） 
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第２章 介護給付サービス等の現状                    

１．介護保険サービスの状況 

（１）サービス受給者の状況 

 介護サービス受給者は、平成１５年度は施設・居宅サービスをあわせて２，３２

９人でしたが、平成１９年度では２，８０７人となっており、１．２倍に増加してい

ます。 

 平成１８年度から地域密着型サービスが開始され、それまで居宅サービスを利用

していた方が地域密着型サービスへ移行しましたが、それでも居宅サービス受給者数

は、平成１９年度は１，８４８人で平成１５年度の１，７２７人に比べて１．１倍に

膨らんでおり、全体のサービス受給者数は増え続けていることがわかります。 

 本市の居宅サービス受給者割合（全サービス受給者数に占める居宅サービス受給

者数）は、全国・長崎県に比べてほぼ同じ水準で推移していましたが、平成１８年度

から地域密着型サービスが開始され、本市は地域密着型サービスの充足率が高いこと

から、現在は全国・長崎県に比べてやや低い水準で推移しています。 

 

 

■ サービス受給者数の推移 ■      （単位：人） 

平成 平成 平成 平成 平成 
平成

15-19 

15 年度 16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 伸び率   

          （H19/H15）

施設サービス受給者 602 599 601 605 595 0.99 

介護老人福祉施設 358 351 356 357 361 1.01 

介護老人保健施設 205 207 205 205 200 0.98   

介護療養型医療施設 39 41 40 43 34 0.87 

地域密着型サービス受給者 － － － 309 306 － 

特定施設入居者生活介護 － － － 21 58 － 

居宅サービス受給者 1,727 2,010 2,041 1,838 1,848 1.07 

サービス受給者 計 2,329 2,609 2,642 2,773 2,807 1.21 

資料／介護保険事業報告年報（年度末現在） 
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※居宅サービス受給者割合＝居宅サービス受給者数／サービス受給者総数 

 

 

■ サービス受給者に占める居宅サービス受給者割合 

（全国・長崎県・五島市の比較） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

資料／[全国・長崎県]介護保険事業状況報告（年報） 

          平成 19 年度については推計値 

[五島市]介護保険事業状況報告（年報） 
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（２）サービス受給者の計画と実績の比較 

第３期介護保険事業計画（平成１８・１９年度）の計画事業量に対する利用実績の

状況をみると、要介護（要支援）認定者数は、計画値をやや下回っています。施設サ

ービスについては、ほぼ計画どおりですが、介護療養型医療施設は、計画期間内に徐々

に医療療養型へ転換されましたので、計画値を下回っています。平成２０年６月末を

もって全床が医療病床へ転換されました。また、地域密着型サービスについては、ほ

ぼ計画値どおりですが、特定施設入居者生活介護については、計画値をやや上回って

います。各サービスにおいて、計画・実績ともに定員数を超えているものは、住所地

特例等により市外の施設へ入所している方を含めているためです。 

 

■ 第３期計画におけるサービス受給者数の計画値と実績値の比較 ■ （単位：人） 

平成１８年度 平成１９年度 

  
計画 実績

対計画比  
（実績／計画）

計画 実績 
対計画比  

（実績／計画）

要介護（支援）認定者数 3,215 3,120 97.0% 3,219 3,150 97.9%

施設サービス 603 605 100.3% 603 595 98.7%

  [再掲]介護老人福祉施設 357 357 100.0% 357 361 101.1%

  [再掲]介護老人保健施設 202 205 101.5% 202 200 99.0%

  [再掲]介護療養型医療施設 44 43 97.7% 44 34 77.3%

居住系サービス 342 330 96.5% 353 364 103.1%

  [再掲]地域密着型サービス 292 309 105.8% 303 306 101.0%

  
[再掲]特定施設入居者生活介

護 
50 21 42.0% 50 58 116.0%

在宅サービス 1,881 1,838 97.7% 1,867 1,848 99.0%

サービス受給者 計 2,826 2,773 98.1% 2,823 2,807 99.4%

サービス受給率             

（サービス受給者計／認定者数） 
87.9% 88.9% 101.1% 87.7% 89.1% 101.6%

資料／介護保険事業状況報告年報 

 



第２部 高齢者と各種サービスの現状    
第２章 介護給付サービス等の現状 

16 

 

（３）サービスごとの利用実績の状況 

サービスごとの利用実績の推移をみると、施設サービス（介護老人福祉施設、介護

老人保健施設、介護療養型医療施設）については、平成１５年度からほぼ満床状態に

あり受給者数は横ばいに推移しておりますが、居宅サービスについては、ほとんどの

サービスについて右肩上がりに増加しております。特に、訪問介護、通所介護、短期

入所生活介護サービスについては、伸び率が顕著で、これは高齢化に伴うサービス受

給者数の増加と、日常生活圏域ごとにサービス提供事業所があることにより、利用し

やすいサービスになっています。 

 

■ サービス利用実績の推移 ■ 

  
平成   

15 年度

平成   

16 年度

平成   

17 年度

平成   

18 年度 

平成   

19 年度 

H15－H19

伸び率 

H19／H15 

訪問介護[回／年] 69,910 71,309 95,675 96,300 114,087 1.63 

訪問入浴介護[回／年] 825 487 308 276 96 0.12 

訪問看護[回／年] 8,676 7,870 8,313 7,008 8,400 0.97 

訪問リハビリテーション[回／年] 77 82 110 168 504 6.55 

居宅療養管理指導[人／年] 860 894 782 655 699 0.81

通所介護[回／年] 73,555 81,340 89,511 91,236 92,832 1.26 

通所リハビリテーション[回／年] 21,136 22,509 21,613 18,972 18,540 0.88 

短期入所生活介護[日／年] 18,261 19,178 20,736 21,408 22,836 1.25 

短期入所療養介護[日／年] 277 477 487 252 576 2.08 

福祉用具貸与[人／年] 3,913 4,805 5,000 4,205 3,206 0.82 

福祉用具購入[人／年] 274 267 285 249 286 1.04 

住宅改修[人／年] 244 271 294 219 231 0.95 

居宅介護支援[人／年] 19,130 19,097 21,403 20,863 21,176 1.11 

特定施設入所者生活介護[人／年] 0 0 0 247 694 －

認知症対応型共同生活介護[人／年] 1,805 2,981 3,624 3,696 3,677 2.04 

介護老人福祉施設[人／年] 4,345 4,287 4,267 4,287 4,332 1.00

介護老人保健施設[人／年] 2,501 2,474 2,463 2,462 2,401 0.96

介護療養型医療施設[人／年] 478 510 486 518 402 0.84

資料／介護保険事業状況報告年報 
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２．介護保険給付費の状況 

 介護保険給付費は、サービス受給者の増加に伴い、平成１５年度の約４０億６，

３００万円から、平成１９年度の約４６億７，３００万円へと、１．２倍に増加して

います。 

 平成１９年度の介護保険給付費をみると、居宅サービスが３７．８%、地域密着

型サービスが１８．０%、施設サービスが３７．５％という構成割合になっています。 

 それぞれのサービスの内訳をみると、居宅サービスのなかで給付費の高い通所介

護、訪問介護、短期入所生活介護は、それぞれ平成１５年度と比較して、１．２倍、

１．５倍、１．１倍と増加しています。また、伸び率の高いサービスは、訪問リハビ

リテーション、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）、短期入

所療養介護（介護老人保健施設）で、それぞれ平成１５年度と比較して、６．３倍、

２．１倍、１．８倍となっています。 

 

■ 介護保険給付費の推移 ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料／介護保険事業報告年報 

※端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。 

 

 

 

 

 

2,152 2,145 1,981 1,807 1,754

397 644 792 849 843

1,483
1,551 1,636 1,637 1,766

31 38 141 317 310
0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度百万円

その他 施設サービス

地域密着型（介護予防）サービス 居宅（介護予防）サービス

4,550 
4,610 4,673 

4,378 
  



第２部 高齢者と各種サービスの現状    
第２章 介護給付サービス等の現状 

18 

 

■ 介護保険給付費の推移 ■          （単位：円） 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度
H15-19年伸

び率
（H19/H15）

居宅（介護予防）サービス 1,482,776,950 1,551,341,869 1,635,566,387 1,636,914,785 1,765,445,320 1.19

訪問サービス 362,809,184 355,544,513 381,686,095 399,290,013 490,089,166 1.35

訪問介護 277,093,799 280,521,151 310,506,605 332,843,814 410,283,500 1.48

訪問入浴介護 10,562,796 6,319,593 3,934,485 3,649,806 1,199,610 0.11

訪問看護 69,568,056 62,791,877 61,775,016 57,905,258 71,731,838 1.03

訪問リハビリテーション 390,993 408,212 561,569 766,035 2,447,388 6.26

居宅療養管理指導 5,193,540 5,503,680 4,908,420 4,125,100 4,426,830 0.85

通所サービス 665,346,543 728,705,253 753,969,502 734,612,483 753,404,426 1.13

通所介護 524,098,809 577,670,241 611,435,231 614,691,664 633,440,167 1.21

通所リハビリテーション 141,247,734 151,035,012 142,534,271 119,920,819 119,964,259 0.85

短期入所サービス 170,392,466 162,863,597 168,679,230 174,752,508 188,733,867 1.11

短期入所生活介護 167,561,929 158,077,637 163,986,205 172,566,948 183,714,153 1.10

短期入所療養介護
（介護老人保健施設）

2,830,537 4,785,960 4,693,025 2,185,560 5,019,714 1.77

短期入所療養介護
（介護療養型医療施設等）

0 0 0 0 0

福祉用具・住宅改修サービス 99,890,502 119,775,099 124,527,068 101,346,774 84,810,059 0.85

福祉用具貸与 65,305,179 77,536,881 80,944,524 65,041,605 47,026,819 0.72

福祉用具購入費 5,539,685 5,651,414 5,761,821 5,807,690 6,975,674 1.26

住宅改修費 29,045,638 36,586,804 37,820,723 30,497,479 30,807,566 1.06

特定施設入居者生活介護 0 0 57,611 19,343,198 64,880,704

介護予防支援・居宅介護支援 184,338,255 184,453,407 206,646,881 207,569,809 183,527,098 1.00

地域密着型（介護予防）サービス 396,864,150 644,188,675 791,902,868 848,703,423 843,118,784 2.12

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 396,864,150 644,188,675 791,902,868 848,703,423 843,118,784 2.12

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

施設サービス 2,151,800,142 2,144,872,081 1,981,180,039 1,806,813,285 1,754,477,961 0.82

介護老人福祉施設 1,240,030,031 1,227,100,193 1,139,135,673 1,021,216,157 1,029,524,212 0.83

介護老人保健施設 741,487,007 726,317,641 661,549,470 604,072,046 594,638,749 0.80

介護療養型医療施設 170,283,104 191,454,247 180,494,896 181,525,082 130,315,000 0.77

その他 31,727,264 37,574,040 141,364,074 317,336,726 309,658,240 9.76

高額介護サービス費 25,205,365 31,914,605 47,315,474 95,413,556 95,565,605 3.79

審査支払手数料 6,521,899 5,659,435 6,107,360 6,014,450 6,094,535 0.93

特定入所者介護サービス費 0 0 87,941,240 215,908,720 207,998,100

総計 4,063,168,506 4,377,976,665 4,550,013,368 4,609,768,219 4,672,700,305 1.15

地域密着型特定施設入居者生活介護

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

 資料／介護保険事業状況報告年報 



第２部 高齢者と各種サービスの現状    
第３章 アンケート調査から見た高齢者 

19 

第３章 アンケート調査からみた高齢者                   

１．調査の概要 

この計画を策定するにあたり、高齢者の心身の状態や日常生活の状況を把握す

ることと、介護サービス等の利用状況及び利用料と介護保険料に関する市民の皆

様の意識を統計的に調査するため、市内在住の高齢者 1,５00 人を対象に実態調

査を行いました。 

調査の実施にあたり、まず、前回の高齢者実態調査及び国の老人福祉計画指針

のアンケート項目等を基に市の関係各課において項目の検討を行い、前回より項

目を若干少なくしました。また、施設入所者の意見も老人福祉計画・介護保険事

業計画において必要であるため、市内の各老人福祉施設に協力依頼を行い、アン

ケート実施時に本人及び家族の記入内容の確認などでお手伝いをいただきまし

た。 

調査の概要は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査の対象

市内在住の高齢者（65 歳以上） 1,500 人 

[在宅要介護（要支援）認定者 600 人、要介護認定を受けていない高齢

者 600 人、要介護認定を受けて施設入所中の高齢者 300 人] 

調 査 方 法 郵送配布-郵送回収 

調 査 期 間 平成２０年９月１６日～１０月１０日 

回 収 結 果 有効回収数 ７８５票（有効回収率５２．３３％） 
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２．高齢者の状況 

①．世帯の構成状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一人暮らしは年齢とともに増加し、夫婦二人暮らしが７５歳から減少します。８５歳か

ら家族との同居世帯の割合が増えてきます。 

 

世帯の構成状況

一人暮らし世帯, 14人

一人暮らし世帯, 22人

一人暮らし世帯, 36人

一人暮らし世帯, 59人

一人暮らし世帯, 101人

夫婦二人暮らし世帯, 49
人

夫婦二人暮らし世帯, 60
人

夫婦二人暮らし世帯, 57
人

本人と高齢者のみの世
帯, 6人

本人と高齢者のみの世
帯, 11人

本人と高齢者のみの世
帯, 13人

その他の同居世帯等,
90人

未回答, 5人

未回答, 9人

未回答, 20人

未回答, 64人

夫婦二人暮らし世帯, 28
人

夫婦二人暮らし世帯, 19
人

本人と高齢者のみの世
帯, 3人

本人と高齢者のみの世
帯, 6人

その他の同居世帯等,
33人

その他の同居世帯等,
21人

その他の同居世帯等,
16人

その他の同居世帯等,
24人

未回答, 19人

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人

６５歳～

７０歳～

７５歳～

８０歳～

８５歳以上
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②．健康の状況 

内容 合計 
65 歳

～ 

70 歳

～ 

75 歳

～ 

80 歳

～ 

85 歳

以上 
たいへん健康 

13 人 6 人 2 人 0 人 2 人 3 人
たいした病気や障害もなく、普通に生活している 

115 人 43 人 30 人 24 人 10 人 8 人
何らかの病気や障害などはあるが、日常生活は自分で行

えるし、外出も一人でできる 180 人 19 人 47 人 45 人 41 人 28 人
何らかの病気や障害などがあって、家の中での生活はおお

むね自分で行っているが、外出は誰かの手助けが必要 174 人 13 人 18 人 27 人 36 人 80 人
何らかの病気や障害などがあって、家の中での生活でも誰

かの手助けが必要で、日中もベッド（ふとん）上での生活が

主体である 104 人 0 人 3 人 27 人 23 人 51 人
何らかの病気や障害などがあって、トイレ・食事・着替えな

ども介助を必要とし、一日中ベッド（ふとん）の上で生活して

いる 119 人 6 人 6 人 16 人 15 人 76 人

未回答 
80 人 3 人 9 人 12 人 15 人 41 人

合計 785 人 90 人 115 人 151 人 142 人 287 人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常生活は自分で行なえる方の割合が合わせて３ ９ ．２ ３ ％であり ます。 

健康の状況

174人

180人

13人

80人

115人

119人

0人 50人 100人 150人 200人

何らかの病気や障害などはあるが、日常生活は自
分で行えるし、外出も一人でできる

何らかの病気や障害などがあって、家の中での生
活はおおむね自分で行っているが、外出は誰かの
手助けが必要

何らかの病気や障害などがあって、トイレ・食事・
着替えなども介助を必要とし、一日中ベッド（ふと
ん）の上で生活している

たいした病気や障害もなく、普通に生活している

未回答

たいへん健康
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③．どのような介護を望みますか 

内容 小計 65歳～ 70歳～ 75歳～ 
80 歳

～ 

８５歳

以上 

自宅で家族だけで介護してほしい 87 人 8 人 9 人 19 人 19 人 32 人

自宅で家族の介護の他に、介護保険の在

宅サービスなどを利用したい 
181 人 31 人 32 人 48 人 29 人 41 人

自宅で介護保険の在宅サービスなどだけ

で生活したい 
72 人 7 人 16 人 16 人 18 人 15 人

特別養護老人ホームや老人保健施設な

どの介護保険施設に入所したい 
254 人 35 人 41 人 39 人 34 人 105 人

その他 48 人 1 人 3 人 8 人 14 人 22 人

未回答 143 人 8 人 14 人 21 人 28 人 72 人

合計 785 人 90 人 115 人 151 人 142 人 287 人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自宅での生活を希望される方があわせると４３％となっています。 

どのような介護を望みますか

48人

72人

87人

143人

181人

254人

人 50人 100人 150人 200人 250人 300人

特別養護老人ホームや老人保健
施設などの介護保険施設に入所
したい

自宅で家族の介護の他に、介護
保険の在宅サービスなどを利用
したい

未回答

自宅で家族だけで介護してほし
い

自宅で介護保険の在宅サービス
などだけで生活したい

その他
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④．現在困っている事と将来の不安 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来への不安としては、健康のことが４６９人（対象者の５９．７５％）で最も多く、

自分や家族の介護のこと２２７人（対象者の２８．９２％）、生活費のこと１２９人（対

象者の１６．４３％）の順となっています。 

困っていることと将来の不安

仕事のこと, 17人

友人がいないこと,
28人

財産のこと, 32人

住まいのこと, 41
人

生きがいがないこ
と, 55人

家族関係のこと,
75人

生活費のこと, 129
人

自分や家族の介
護のこと, 227人

健康のこと, 469人

その他, 24人

相談相手がいな
いこと, 25人

特にない, 105人

0人 100人 200人 300人 400人 500人
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３．介護サービスの状況 

  ※ 介護サービスの状況中の①～⑤の質問は要介護（要支援）認定のある方のみ回答を

いただきました。 
 
①．現在利用している介護保険のサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現在利用している介護サービス（複数回答）

訪問リハビリテー
ション, 5人

訪問入浴介護, 7人

住宅改修費の支給,
12人

訪問看護, 16人

福祉用具購入費の
支給, 16人

短期入所サービス
（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）, 18人

福祉用具貸与, 24
人

通所リハビリテー
ション（ﾃﾞｲｹｱ）, 26

人

特例施設入所者生
活介護, 35人

認知症対応型共同
生活介護（ｸﾞﾙｰﾌﾟ

ﾎｰﾑ）, 71人

利用していない, 78
人

訪問介護（ﾎｰﾑﾍﾙ
ﾌﾟ）, 79人

通所介護（ﾃﾞｲｻｰﾋﾞ
ｽ）, 94人

未回答者数, 157人

0人 50人 100人 150人 200人
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②．利用している介護サービスの満足度 

 

内容 小計 要支援１ 要支援 2 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５

満足 117 人 18 人 14 人 28 人 12 人 16 人 14 人 15 人

まあ満足 133 人 15 人 9 人 28 人 20 人 16 人 27 人 18 人

普通 117 人 13 人 6 人 32 人 17 人 18 人 17 人 14 人

やや不満 6 人 1 人 0 人 2 人 1 人 1 人 1 人 0 人

不満 3 人 1 人 1 人 0 人 1 人 0 人 0 人 0 人

未回答 131 人 32 人 13 人 15 人 11 人 17 人 19 人 24 人

合計 507 人 80 人 43 人 105 人 62 人 68 人 78 人 71 人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サービスを受けている方のサービスの満足度は予想よりも高く、満足とまあ満足で合わ

せて２５０人（４９％）となっており、また、不満とやや不満を合わせて９人（２％）

となっております。 

利用しているサービスの満足度

満足, 117人, 23%未回答, 131人,
26%

不満, 3人, 1%

やや不満, 6人,
1%

まあ満足, 133人,
26%

普通, 117人, 23%
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③．今後利用したい介護保険のサービス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

回答総数６２８に対するサービス利用希望の合計は３１２であり、全体の５０％以下で

あります。 

今後利用したい介護保険のサービス（複数回答）

居宅療養管理指
導, 7人

訪問リハビリテー
ション, 11人

福祉用具購入費
の支給, 11人

住宅改修費の支
給, 12人

訪問看護, 15人

通所リハビリテー
ション, 18人

福祉用具貸与,
18人

特定施設入所者
生活介護, 24人

短期入所サービ
ス , 26人

訪問介護（ﾎｰﾑﾍ
ﾙﾌﾟ）, 46人

訪問入浴介護,
15人

認知症対応型共同
生活介護, 51人

通所介護（ﾃﾞｲｻｰ
ﾋﾞｽ）, 58人

利用したくない・
必要ない, 79人

未回答, 237人

人 50人 100人 150人 200人 250人
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④．介護が必要な状態になった主な原因について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症１１９人（認定のある方の中で２３．４７％）・脳卒中１０２人（認定のある方の

中で２０．１２％）・骨折転倒など４９人（認定のある方の中で９．６６％）の順で多く

なっています。 

介護が必要になった主な原因

呼吸器疾患
（肺炎など）, 6

人

糖尿病, 7人

心臓病, 10人

その他, 26人

リウマチ・腰
痛・関節炎,

40人

高齢による衰
弱, 43人

骨折・転倒な
ど, 49人

脳卒中（脳出
血・脳こうそく
など）, 102人

未回答, 105
人

認知症（痴
呆）, 119人

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人 140人
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⑤．日頃、主に介護している方について 

 

内容 小計 65 歳～ 70 歳～ 75 歳～ 80 歳～ 85 歳以上

夫 17 人 1 人 4 人 5 人 5 人 2 人

妻 38 人 3 人 6 人 13 人 8 人 8 人

息子 30 人 0 人 2 人 4 人 8 人 16 人

娘 27 人 0 人 0 人 5 人 8 人 14 人

婿 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

嫁 31 人 0 人 0 人 7 人 8 人 16 人

その他の家

族・親族 
19 人 2 人 0 人 7 人 3 人 7 人

親族以外（ﾎｰﾑ

ﾍﾙﾊﾟｰなど） 
240 人 8 人 12 人 23 人 43 人 154 人

未回答 105 人 1 人 7 人 21 人 27 人 49 人

合計 507 人 15 人 31 人 85 人 110 人 266 人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設入所者にもアンケートを行なっていますので、親族以外の割合が突出しています。 

日頃、主に介護している方

未回答, 105人

夫, 17人
妻, 38人

息子, 30人

娘, 27人

婿, 人

嫁, 31人

その他の家族・
親族, 19人

親族以外（ﾎｰﾑ
ﾍﾙﾊﾟｰなど）,

240人
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⑥．ご自分の介護保険料は、高いと思いますか 

 

内容 小計 施設入所 在宅介護有 在宅介護無 

高いと思う 262 人 25 人 86 人 151 人

適当だと思う 136 人 35 人 60 人 41 人

安いと思う 7 人 1 人 6 人 0 人

わからない 282 人 157 人 62 人 63 人

未回答 98 人 49 人 26 人 23 人

合   計 785 人 267 人 240 人 278 人

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅介護無での高いと思う割合が大きく、利用しない方での負担感が感じられま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅介護有の中に安いと思う方が６名、施設入所者の中で１名おられます。 

 

ご自分の介護保険料は高いと思いますか

高いと思う, 25
人

高いと思う, 86
人

高いと思う,
151人

35人

60人

41人

安いと思う, 1
人

安いと思う, 6
人

157人

62人 63人

49人

26人 23人

人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

140人

160人

180人

施設入所 在宅介護有 在宅介護無

高いと思う 適当だと思う 安いと思う

わからない 未回答
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⑦．介護保険料と介護サービスのあり方について、どのように考えますか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給付と負担の公平感に関する質問であり、全体としてはサービスの充実よりも負担の抑

制の希望が９２人（１２ポイント）大きくなっています。 

介護保険料と介護サービスのあり方について

未回答, 148人,
19%

利用できる介護
サービスの種類
や量が充実され
るのなら、保険
料は多少高くて
もかまわない,
121人, 15%

利用できる介護
サービスの種類
や量を多少抑え
ても、保険料は
低い方がよい,
213人, 27%

どちらともいえな
い, 303人, 39%
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４．介護予防の意識 

①．介護予防のためには、糖尿病や脳卒中、心臓病などの生活習慣病予防のほかに、

高齢期特有の老化の予防が必要です。老化の予防には、足などの筋力をつけることや、

低栄養にならないように食事などに気をつけること、閉じこもりの予防などがありま

す。このことについて、あなたはご存知でしたか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認定の無い方は、よく知っている・少しなら知っている・聞いたことはあるの合計が２

１４人（７７％）と非常に高くなっています。 

介護予防の知識

よく知っている, 96人

よく知っている, 17人

よく知っている, 15人

よく知っている, 18人

よく知っている, 2人

よく知っている, 5人

よく知っている, 6人

よく知っている, 1人

少し知っている, 74人

少し知っている, 26人

少し知っている, 9人

少し知っている, 16人

少し知っている, 11人

少し知っている, 6人

少し知っている, 5人

少し知っている, 9人

聞いたことはある, 44人

聞いたことはある, 16人

聞いたことはある, 7人

聞いたことはある, 24人

聞いたことはある, 19人

聞いたことはある, 5人

聞いたことはある, 10人

聞いたことはある, 1人

まったく知らない, 21人

まったく知らない, 10人

まったく知らない, 8人

まったく知らない, 32人

まったく知らない, 22人

まったく知らない, 31人

まったく知らない, 39人

まったく知らない, 25人

未回答, 43人

未回答, 11人

未回答, 4人

未回答, 15人

未回答, 8人

未回答, 21人

未回答, 18人

未回答, 35人

人 20人 40人 60人 80人 100人 120人

認定無

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５
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②．健康づくりや介護予防（寝たきりや認知症[痴呆]などの介護が必要な状態になら

ないようにすること）のために、心がけていることはありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

運動などを心がけている方が２８４人（回答者７８５人の内３６％）・バランスの良い食

事を心がけている方が２６８人（回答者７８５人の内３４％）・定期的に健康診断を受け

ている方が２５５人（回答者７８５人の内３２％）となっています。 

健康や介護予防に心がけていること（複数回答）

その他, 50人

健康づくりや生きが
いづくりのために働

いている, 66人

趣味の活動や地域
活動などの社会参

加, 72人

なるべく外出するよ
うに心がけている,

125人

文章を書いたり、計
算をするなど頭を使

う, 130人

歯磨き・歯茎の手
入れを励行してい

る, 207人

特にない, 215人

早寝早起きなど規
則正しい生活, 216

人

なるべく人と話すよ
うにしている, 227

人

定期的に健康診断
を受けている, 255

人

バランスのよい食
事, 268人

運動や毎日の散歩
などで身体を動か

す, 284人

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人
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③．自分の心がけで、介護を必要とする状態になることを予防できると思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「できると思う」と「できると思うが、難しい」は、介護度が進むにつれて減少します。 

介護予防の意欲

できると思う, 54人

できると思う, 16人

できると思う, 6人

できると思う, 8人

できると思う, 1人

できると思う, 3人

できると思う, 1人

できないと思う, 21人

できないと思う, 10人

できないと思う, 11人

できないと思う, 12人

できないと思う, 11人

できないと思う, 8人

できないと思う, 8人

できないと思う, 7人

わからない, 43人

わからない, 11人

わからない, 5人

わからない, 42人

わからない, 26人

わからない, 27人

わからない, 36人

わからない, 23人

未回答, 41人

未回答, 10人

未回答, 5人

未回答, 13人

未回答, 8人

未回答, 21人

未回答, 19人

未回答, 35人

できると思うが、難し
い, 6人

できると思うが、難し
い, 14人

できると思うが、難し
い, 9人

できると思うが、難し
い, 16人

できると思うが、難し
い, 30人

できると思うが、難し
い, 119人

できると思うが、難し
い, 16人

できると思うが、難し
い, 33人

0人 20人 40人 60人 80人 100人 120人 140人

認定無

要支援１

要支援２

要介護１

要介護２

要介護３

要介護４

要介護５
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５．高齢者施策について 

①．介護保険制度やその他の高齢者保健福祉制度についてわからないことや困ったこ

とがあるとき、誰（どこ）に相談しますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多い順から家族２７８人、ケアマネージャー２１１人、近くの市役所窓口１１５人とな

っています。 

 

 

高齢者の相談先（複数回答）

相談相手がいない
, 11人

地域包括支援セン
ター, 17人

相談はしない, 31
人

民生委員/児童委
員, 32人

在宅介護支援セン
ター, 42人

その他, 46人

友人・知人, 69人

社会福祉協議会,
76人

病院, 78人

近くの市役所の窓
口, 115人

ケアマネジャー,
211人

家族・親族, 278人

0人 50人 100人 150人 200人 250人 300人
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②．介護保険を含めた高齢者保健福祉施策を進める上で、今後、行政が特に力をいれ

るべきことは何だと思いますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

多い順から介護予防対策の充実１８８人、相談体制の整備１４８人、施設サービスの充

実１４６人、在宅サービスの充実１３２人となっています。 

高齢者福祉施策で期待すること（複数回答）

17人

29人

44人

59人

79人

84人

100人

132人

146人

148人

188人

100人

0人 50人 100人 150人 200人

寝たきりや認知症（痴呆）にならない
ための介護予防対策を進める

高齢者の相談事に身近な地域で対応
できる相談体制を整備する

特別養護老人ホームなどの介護保険
の施設サービスを充実する

訪問介護（ホームヘルプ）などの介護
保険の在宅サービスを充実する

健康相談や健康教室などの健康づく
り対策を進める

高齢者の生きがいづくり対策を進める

高齢者の見守り等を行うボランティア
活動を活発にする

高齢者向け住宅など、安心して生活
できる住まいを整備する

道路や建物などを高齢者に配慮して
整備する

高齢者の権利を守る対策を進める（虐
待防止や財産保全など）

高齢者の就労の機会を増やす

その他
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第４章 日常生活圏域の設定                    

高齢者ができるかぎり住み慣れた地域で生活を続けられるようにするためには、よ

り細かな単位で、介護サービスや介護予防事業等を展開する必要があります。 

第 3 期事業計画において定めた 10 圏域での基盤整備の状況やサービス利用動向

等を勘案し、第 4 期計画においても生活圏域を 10 圏域で設定いたします。 

 
 

■ 日常生活圏域一覧 ■       （単位：人） 

高齢者人口
圏域名 該当する地区 

（高齢化率）

居宅介護サー

ビス利用者数 

2,271
福江地区 福江小学校区 

25.2%
316

2,157
緑ヶ丘地区 緑ヶ丘小学校区 

23.7%
276

921
奥浦地区 

奥浦中学校区・椛島中学校区・  

久賀中学校区（蕨中学校を含む） 44.1%
128

702
崎山地区 崎山中学校区・黄島中学校区 

34.3%
109

1,148
翁頭地区 翁頭中学校区 

31.9%
144

1,991
富江地区 富江中学校区 

34.9%
220

812
玉之浦地区 玉之浦中学校区 

43.8%
193

1,204
三井楽地区 

三井楽中学校区・嵯峨島中学校

区 35.2%
131

1,412
岐宿地区 岐宿中学校区 

35.9%
197

1,223
奈留地区 奈留中学校区 

38.3%
134

13,841
計   

31.5%
1,848

資料／平成 20 年 3 月現在 
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■ 日常生活圏域別 関連施設等の分布状況 ■ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

岐宿地区 

奈留地区 

奥浦地区 

崎山地区 

福江地区 

緑ヶ丘地区 

翁頭地区 

富江地区 

玉之浦地区 

三井楽地区 

五島市役所

三井楽支所 

玉之浦支所 

富江支所 

奈留支所 

岐宿支所 

 介護老人福祉施設 

 介護老人保健施設 

 介護療養型医療施設 

 認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム） 

 通所介護（デイサービス）・通所リハビリテーション（デイケア） 

 在宅介護支援センター 

 市役所・支所 
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第３部 高齢者と各種サービスの将来像                    

第１章 高齢者人口等の推計                      

 
１．高齢者人口の推計 

本市では、今後も高齢化が進行し、平成２６年度には市民の３人に１人以上が高齢

者となり（高齢者人口１３，８８７人、高齢化率３５．４%）、後期高齢化率は、２

０%を超える見込みです。（平成２０年４月現在で１７．２%） 

■ 総人口・高齢者人口の推計 ■    （単位：人） 

平成 平成 平成 平成 
  

21 年度 22 年度 23 年度 26 年度 

総人口 43,196 42,424 41,636 39,272

40-64 歳人口（第 2 号被保険者） 15,350 15,185 14,847 13,833

高齢者人口（第 1号被保険者） 13,800 13,759 13,791 13,887

 前期高齢者（65-74 歳） 6,025 5,814 5,820 5,838

 後期高齢者（75 歳以上） 7,775 7,945 7,971 8,049

高齢化率 31.95% 32.43% 33.12% 35.36%

 前期高齢化率 13.95% 13.70% 13.98% 14.87%

 後期高齢化率 18.00% 18.73% 19.14% 20.49%

    ※平成 12・17 年度の国勢調査及び平成 20 年度の住民基本台帳に基づきコーホート変化率法   

により推計。 
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２．要介護（要支援）認定者数の推計 

高齢者の中でも要介護（要支援）状態に陥る可能性が高い７５歳以上の後期高齢者

が増加するため、要介護認定者数も現状のままで推移すれば、平成２６年度には約３，

６００人まで増加するものと見込みました。 

 

■ 要介護（要支援）認定者数の将来推計 ■ （単位：人） 

平成 平成 平成 平成 平成 

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 26 年度  
（11月現在）         

要 支 援 1 634 663 677 681 696

要 支 援 2 461 475 485 491 506

要 介 護 1 705 706 723 734 768

要 介 護 2 404 418 427 434 455

要 介 護 3 381 391 402 409 433

要 介 護 4 336 354 363 372 397

要 介 護 5 301 317 325 332 351

計 3,222 3,324 3,402 3,453 3,606

[再掲]予防給付対象者（要支援 1・2） 1,095 1,138 1,162 1,172 1,202

[再掲]介護給付対象者（要介護 1～5） 2,127 2,186 2,240 2,281 2,404

認   定   率 23.20% 24.09% 24.73% 25.04% 25.97%

※認定率（高齢者人口比）＝認定者数（第２号被保険者数含む）／高齢者人口 
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第２章 介護給付等サービスの推計                       

 
１．施設・居住系サービスの事業量見込み 

(１) 介護保険施設及び介護専用型の居住系サービス 

介護保険施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設）と、介護専用型の居住系サ

ービス（認知症対応型共同生活介護[認知症高齢者グループホーム]、介護専用型の特

定施設入居者生活介護[有料老人ホーム等]）の利用者数見込みにあたっては、平成２

６年度を目途とした２つの参酌標準が示されています。（下記参照） 

これらの参酌標準は、平成２６年度を目途に「重度の要介護認定者でも可能な限り

在宅で生活できる環境づくりを進める」「介護保険施設利用者は重度の要介護認定者

に重点化する」という観点から設定されたものであり、各保険者においてもこれらの

参酌標準を勘案して、平成２６年度の目標を設定することが求められています。 

本市においても、国の参酌標準を踏まえたサービス基盤整備に取り組むため、平成

２６年度の目標値を参酌標準どおりとしますが、本計画期間内は、サービス利用者や

事業者の動向が急激に変化するとは考えにくいため、現状の施設・居住系サービス利

用者数とほぼ同程度で推移するものと想定しました。 

この結果、本計画期間内の介護保険施設及び介護専用型の居住系サービスの利用者

数は、各年度次頁のとおりに見込んでいます。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【施設・居住系サービスに関する国の参酌標準】 

① 要介護２―５の要介護認定者数に対する介護保険施設と介護専用型の居住系サービ

ス利用者の割合を、平成２６年度において、３７％以下とする。 

② 介護保険施設利用者に占める要介護４、５の割合を、平成２６年度において、７０％

以上とする。 
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■ 介護保険施設・介護専用型の居住系サービス利用者数の見込み ■（単位：人） 

平成 平成 平成 平成 平成 

20 年度 21年度 22年度 23年度 26年度

  （11月現在）
        

要介護 2～5認定者数 1,422 1,480 1,517 1,547 1,637

介護保険施設 計 561 568 568 568 568

介護老人福祉施設 358 361 361 361 361

介護老人保健施設 203 207 207 207 207

 介護療養型医療施設 0 0 0 0 0

介護専用型の居住系サービス 計 300 303 303 303 303

認知症対応型共同生活介護 300 303 303 303 303

介護専用型の特定施設入居者生活介護 0 0 0 0 0

介護専用型特定施設入居者生活介護 

（定員 30 人以上） 0 0 0 0 0

地域密着型特定施設入居者生活介護 

  （定員 29 人以下）   0 0 0 0

介護保険施設・介護専用型居住系サービス 計 861 871 871 871 871

 

要介護 2～5に占める割合 

※（国の参酌標準３７％以下） 60.55% 58.85% 57.42% 56.30% 53.21%

介護保険施設利用者のうち要介護 4・5 の者 349 345 345 345 345

 

施設利用者に占める要介護 4・5の割合 

※（国の参酌標準７０％以上） 62.20% 60.74% 60.74% 60.74% 60.74%
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(２) その他の居住系サービス 

居住系サービスの中には、要介護者とは別に、要支援者が利用できるサービスがあ

ります。 

これらの居住系サービス利用者数については、直近の利用実績をもとに、次のとお

り見込みました。 

なお、有料老人ホーム等の入所者へ介護サービスを提供する「特定施設入居者生活

介護」は、介護保険制度改正により、養護老人ホームでの当該サービスの利用が可能

となったことから、市内２箇所の養護老人ホームでのサービス利用を想定して、利用

者数を見込みました。 

 

 

 

 

■ その他の居住系サービス利用者数 ■   （単位：人） 

  

平成20年度
（見込み）

平成  

21年度

平成  

22年度 

平成  

23年度

介護予防認知症対応型共同生活介護     

[要支援 2のみ] 
6 6 6 6

介護専用型以外の特定施設入居者生活介護 61 61 61 61

 

介護予防特定施設入居者生活介護     

[要支援 1・2] 
9 9 9 9

 

介護専用型以外の施設入居者生活介護   

[要介護 1～5] 
52 52 52 52

 
 
 

≪再掲≫認知症対応型共同生活介護の利用者数（全体）  （単位：人） 

  

平成20年度
（見込み）

平成  

21年度

平成  

22年度 

平成  

23年度

介護予防認知症対応型共同生活介護[要支援 2のみ] 

【予防給付】 
6 6 6 6

認知症対応型共同生活介護[要介護 1～5]     

【介護給付】 
303 303 303 303

計 309 309 309 309
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２．地域密着型サービスの展開 

地域密着型サービスは、認知症の高齢者や独居高齢者の増加等を踏まえ、高齢者が

要介護状態になっても、できるかぎり住み慣れた地域で生活を継続できる環境をつく

るという観点から、原則、日常生活圏域内でのみ利用及び提供が受けられるサービス

であり、地域特性に応じた基盤整備に取り組むことが求められています。また、市町

村にサービス事業者の指定（更新）や指導監督等を行う権限が与えられています。 

第３期計画において、地域密着型サービスとして基盤整備を実施しているのは「認

知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）」と「小規模多機能型居宅

介護」でありましたが、第４期計画においては、地域密着型サービスは、施設につい

て充足しているため整備拡充は行わず、「認知症対応型共同生活介護」のみの利用を

見込むこととしています。 

地域密着型サービスについては、利用者にとって平等なサービス及び質の確保が重

要であり、保険者として「地域密着型サービス運営委員会」の協議・意見をいただき

ながら、公正な指定及び利用者にとって適正なサービスを受けられるよう事業展開を

推進していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 認知症対応型共同生活介護 

認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム）は、平成１８年の介護

保険制度改正に伴い、住み慣れた地域で、地域の特性に応じて多様で柔軟なサービス

提供を行う「地域密着型サービス」に位置付けられ、要介護者（要支援者については

要支援２）であって、認知症であるものについて、その共同生活を営むべき住居にお

いて、生活の介護、その他の日常生活上の世話（支援）及び機能訓練を行うものです。 

日常生活圏域別の利用者数については、現在の利用者数の分布状況を勘案して、次

頁のとおり見込みました。 
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■ 認知症対応型共同生活介護圏域別利用者数（必要利用定員）■ 

  ユニット数 定員数 

福江地区 １ユニット ９人 

緑ヶ丘地区 ６ユニット ５４人 

奥浦地区 ２ユニット １８人 

崎山地区 ３ユニット ２７人 

翁頭地区 １０ユニット ９０人 

富江地区 ４ユニット ３３人 

玉之浦地区 ０ユニット ０人 

三井楽地区 ３ユニット ２７人 

岐宿地区 ４ユニット ３６人 

奈留地区 １ユニット ９人 

合計 ３４ユニット ３０３人 

 

■ 認知症対応型共同生活介護圏域別利用者数（利用見込） ■ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「認知症対応型共同生活介護」（介護給付）と「介護予防認知症対応型共同

生活介護」（予防給付）の合計値。 

 
 
 
 
 
 
 
 

  20 年度 
（11月現在）

21 年度 22 年度 23 年度 

福江地区 48 48 48 48 

緑ヶ丘地区 53 53 53 53 

奥浦地区 23 23 23 23 

崎山地区 17 17 17 17 

翁頭地区 23 23 23 23 

富江地区 53 53 53 53 

玉之浦地区 10 10 10 10 

三井楽地区 41 41 41 41 

岐宿地区 31 31 31 31 

奈留地区 10 10 10 10 

合計 309 309 309 309 
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３．居宅サービスの事業量見込み 

(１) 標準的居宅サービス利用者数 

「標準的居宅サービス利用者」とは、在宅で介護サービスを利用する人のことであ

り、要介護（要支援）認定者数から、施設・居住系サービス利用者数を除き、さらに

認定を受けても実際に介護サービスを利用しない人（サービス未利用者）を除いた人

数となります。 

計画年度内の標準的居宅サービス利用者数は、直近の標準的居宅サービス需給率等

をもとに、下記のとおり見込みました。 

 

■ 標準的居宅サービス利用者数 ■     （単位：人） 

平成 平成 平成 

  
平成  

20 年度 
（11 月現在） 21 年度 22 年度 23 年度 

要 支 援 1 510 522 533 537

要 支 援 2 356 389 401 406

要 介 護 1 426 422 435 444

要 介 護 2 213 215 222 228

要 介 護 3 158 169 178 184

要 介 護 4 111 118 124 130

要 介 護 5 58 82 88 93

計 1,832 1,917 1,981 2,022

[再掲]予防給付対象者（要支援 1・2） 866 911 934 943

[再掲]介護給付対象者（要介護 1～5） 966 1,006 1,047 1,079
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(２) 居宅サービスの見込み事業量 

居宅サービスとは、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、

居宅療養管理指導、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入

所療養介護、特定施設入居者生活介護、福祉用具貸与、住宅改修及び福祉用具購入を

いいます。それぞれのサービスについて説明と直近の需給率をもとに事業量を見込み

ました。 

 

①訪問介護・介護予防訪問介護 

訪問介護員が要支援・要介護認定者の居宅を訪問して、入浴・排せつ・食事などの

介護や、調理・掃除・洗濯などの家事・生活に関する相談・助言など、日常生活上の

必要な世話を行うサービスです。第３期事業計画において、新予防給付の開始により、

予防給付が伸び、介護給付が減少すると見込んでいましたが、予想に反し介護給付も

伸びており、今後も予防給付、介護給付ともに増加するものと見込みました。 

 

②訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

要支援・要介護認定者の居宅を入浴車などで訪問して、浴槽を提供して入浴の介護

を行うサービスです。重度者の利用が中心となっており、今後も同水準で推移するも

のと見込みました。 

 

③訪問看護・介護予防訪問看護 

訪問看護ステーション等の看護師が、要支援・要介護認定者の居宅を訪問して、療

養上の世話や必要な診療の補助を行うサービスです。比較的重度の利用者が多いのが

特徴で、今後も重度の認定者数に比例して増加するものと見込みました。 

 

④訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

主治医の判断に基づき、理学療法士や作業療法士などが家庭を訪問して日常生活の

自立を助けるための機能訓練を行うサービスです。現在は需要が伸びており、今後も

増加するものと見込みました。 

 

⑤居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

通院が困難な要支援・要介護認定者に対して、病院、診療所または薬局の医師、歯

科医師、薬剤師、歯科衛生士、管理栄養士が自宅を訪問して行う療養上の管理、指導

などのサービスです。現在は、需要が安定しており、今後も同水準で推移するものと

見込みました。 
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⑥通所介護・介護予防通所介護 

要支援・要介護認定者が通所介護施設（デイサービスセンター）などに通い、入浴

や排せつ、食事の提供などの介護や日常生活上の世話及び機能訓練を受けるサービス

です。現在は利用者数が右肩上がりで多くなっており、今後も増加するものと見込み

ました。 

 

⑦通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

要支援・要介護認定者が介護老人保健施設などにおいて、心身の機能の維持回復を

はかり、日常生活の自立を助けるため、理学療法、作業療法、その他必要なリハビリ

テーションを行うサービスです。現在は需要が伸びており、今後も増加するものと見

込みました。 

 

⑧短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

要支援・要介護認定者が介護老人福祉施設等に短期間入所して、入浴、排せつ、食

事などの日常生活上の世話及び機能訓練を受けるサービスです。現在は、事業所新設

により利用者が増加していること、または重度者の利用が増加していることから、今

後も給付費は増加するものと見込みました。 

 

⑨短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

要支援・要介護認定者が介護老人保健施設等に短期間入所して、看護、医学的管理下の介

護、機能訓練などの必要な医療や日常生活上の世話を受けるサービスです。現在の利用状況

は減少傾向にあり、今後は現在と同水準で推移するものと見込みました。 

 

⑩特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

特定施設（養護老人ホーム）に入居している要支援・要介護認定者に対して提供さ

れる入浴、排せつ、食事などの日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話といっ

たサービスを行うものです。現在の利用状況は安定していることから、今後も同水準

で推移するものと見込みました。 

 

⑪福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

要支援・要介護認定者に対し、日常生活上の便宜をはかり、機能訓練や介護者の負

担軽減のための福祉用具を貸与するサービスです。貸与の対象となる用具は、１２品

目ありますが、平成１７年度の制度改正により軽度者に対する給付が一部制限され、

利用者が大きく減少しましたが、その後は少しずつ利用実績を伸ばしており、今後も

増加するものと見込みました。 
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⑫福祉用具購入・介護予防福祉用具購入 

要支援・要介護認定者の日常生活上の自立を助ける用具のうち、貸与になじまない

排せつ・入浴に関する用具を購入する費用を支給するサービスです。現在の需要は安

定しており、今後も同水準で推移するものと見込みました。 

 

⑬住宅改修 

要支援・要介護認定者が居宅で生活しようとするときに、床に段差があり、家の中

での移動に支障をきたすことになるため、からだの機能が衰えても居宅での生活に支

障がないように、住宅改修する費用を支給するサービスです。現在の需要は安定して

おり、今後も同水準で推移するものと見込みました。 

 

⑭居宅介護支援・介護予防支援 

要支援・要介護認定者が在宅サービス等を適切に利用できるように、介護支援専門

員等が心身の状況や環境、本人や家族の希望を受けて、利用するサービスの種類、内

容等の計画を作成するとともに、サービス提供確保のため事業者等と連絡調整を行う

サービスです。現在の利用状況は、在宅サービス利用者の増加に伴い上昇傾向にあり、

今後も増加するものと見込みました。 
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4. 介護サービス事業量見込み一覧 

(１) 施設サービス 

■ 施設サービスの見込み事業量 ■ 

  平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

介護老人福祉施設（人／年） 4,332 4,332 4,332

介護老人保健施設（人／年） 2,484 2,484 2,484

介護療養型医療施設（人／年） 0 0 0

※施設サービスは介護給付のみ。 
 
 
(２) 地域密着型サービス 

■ 地域密着型サービスの見込み事業量 ■ 

  平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度

夜間対応型訪問介護（回／年） 0 0 0

認知症対応型通所介護（回／年） 0 0 0

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0

 認知症対応型通所介護 0 0 0

小規模多機能型居宅介護（人／年） 0 0 0

 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0

 小規模多機能型居宅介護 0 0 0

認知症対応型共同生活介護（人／年） 3,708 3,708 3,708

 介護予防認知症対応型共同生活介護 72 72 72

 認知症対応型共同生活介護 3,636 3,636 3,636

地域密着型特定施設入居者生活介護（人/年） 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設（人／年） 0 0 0
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(３) 居宅サービス 

 

■ 居宅サービスの見込み事業量 ■ 

20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 

  実績見込み 計画 計画 計画 

①訪問介護（回／年） 136,020 144,956 150,680 155,175

 介護予防訪問介護 30,528 31,290 32,094 32,382

 訪問介護 105,492 113,666 118,586 122,793

②訪問入浴介護（回／年） 81 63 67 70

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0

 訪問入浴介護 81 63 67 70

③訪問看護（回／年） 7,826 8,508 8,900 9,225

 介護予防訪問看護 1,172 1,264 1,299 1,313

 訪問看護 6,654 7,244 7,601 7,912

④訪問リハビリテーション（回／年） 1,172 1,209 1,261 1,306

 介護予防訪問リハビリテーション 131 100 102 103

 訪問リハビリテーション 1,041 1,109 1,159 1,203

⑤居宅療養管理指導（人／年） 715 720 720 720

 介護予防居宅療養管理指導 11 12 12 12

 居宅療養管理指導 704 708 708 708

⑥通所介護（回／年） 93,713 102,249 105,789 108,248

 介護予防通所介護 30,615 37,086 38,046 38,382

 通所介護 63,098 65,163 67,743 69,866

⑦通所リハビリテーション（回／年） 19,539 20,575 21,262 21,743

 介護予防通所リハビリテーション 6,977 7,386 7,572 7,644

 通所リハビリテーション 12,562 13,189 13,690 14,099

⑧短期入所生活介護（日／年） 26,516 37,606 39,462 41,097

 介護予防短期入所生活介護 633 699 719 726

 短期入所生活介護 25,883 36,907 38,743 40,371

⑨短期入所療養介護（日／年） 40 38 40 42

 介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0

 短期入所療養介護 40 38 40 42

⑩特定施設入居者生活介護（人／年） 718 732 732 732

 介護予防特定施設入居者生活介護 111 108 108 108

 特定施設入居者生活介護 607 624 624 624

⑪福祉用具貸与（人／年） 3,574 3,830 4,009 4,160

 介護予防福祉用具貸与 408 432 445 449

 福祉用具貸与 3,166 3,398 3,564 3,711

⑫福祉用具購入（人／年） 293 276 276 276

 介護予防福祉用具購入 120 108 108 108

 福祉用具購入 173 168 168 168

⑬住宅改修（人／年） 247 240 240 240

 予防給付分 118 108 108 108

 介護給付分 129 132 132 132

⑭居宅介護（介護予防）支援（人／年） 21,873 23,003 23,762 24,253

 介護予防支援 10,380 10,933 11,213 11,312

 居宅介護支援 11,493 12,070 12,549 12,941
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5. 介護サービス給付費見込み一覧 

(１) 施設サービス 

■ 施設サービス給付費見込み ■       （単位：円） 

  平成 20 年度  

見込み（11月現在）
平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

介護老人福祉施設 1,021,605,119 1,056,933,270 1,056,933,270 1,056,933,270

介護老人保健施設 628,571,302 640,319,065 640,319,065 640,319,065

介護療養型医療施設 26,108,046 0 0 0

※施設サービスは介護給付のみ。 
 
 
 
 
(２) 地域密着型サービス 

■ 地域密着型サービス給付費見込み ■     （単位：円） 

  

平成 20 年度

見込   
（11 月現在） 

平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 0 0 0 0

 介護予防認知症対応型通所介護 0 0 0 0

 認知症対応型通所介護 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0

 介護予防小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0

 小規模多機能型居宅介護 0 0 0 0

認知症対応型共同生活介護 840,432,482 877,662,028 877,662,028 877,662,028

 介護予防認知症対応型共同生活介護 14,035,222 16,047,039 16,047,039 16,047,039

 認知症対応型共同生活介護 826,397,260 861,614,989 861,614,989 861,614,989

地域密着型特定施設入居者生活介護 0 0 0 0

地域密着型介護老人福祉施設 0 0 0 0
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(３) 居宅サービス 

■ 居宅サービスの給付費見込み ■        （単位：円） 

  
平成 20 年度

見込み（11月現在）
平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 

①訪問介護 461,074,363 494,827,006 514,563,438 530,021,851

 介護予防訪問介護 97,655,550 109,474,856 112,361,875 113,378,795

 訪問介護 363,418,813 385,352,150 402,201,563 416,643,056

②訪問入浴介護 1,088,453 927,226 986,098 1,030,251

 介護予防訪問入浴介護 0 0 0 0

 訪問入浴介護 1,088,453 927,226 986,098 1,030,251

③訪問看護 67,521,815 72,399,012 75,833,408 78,703,610

 介護予防訪問看護 9,068,180 9,910,763 10,189,919 10,301,953

 訪問看護 58,453,635 62,488,249 65,643,489 68,401,657

④訪問リハビリテーション 5,923,080 6,119,263 6,373,761 6,592,265

 介護予防訪問リハビリテーション 686,400 556,251 567,376 572,938

 訪問リハビリテーション 5,236,680 5,563,012 5,806,385 6,019,327

⑤居宅療養管理指導 4,641,422 4,761,264 4,761,264 4,761,264

 介護予防居宅療養管理指導 89,115 80,492 80,492 80,492

 居宅療養管理指導 4,552,307 4,680,772 4,680,772 4,680,772

⑥通所介護 654,515,399 694,349,139 720,459,763 739,907,803

 介護予防通所介護 175,933,739 192,351,395 197,563,302 199,457,281

 通所介護 478,581,660 501,997,744 522,896,461 540,450,522

⑦通所リハビリテーション 122,564,162 133,924,677 138,746,691 142,197,050

 介護予防通所リハビリテーション 39,465,660 42,797,928 43,973,516 44,381,009

 通所リハビリテーション 83,098,502 91,126,749 94,773,175 97,816,041

⑧短期入所生活介護 219,704,024 308,030,331 323,594,737 337,458,869

 介護予防短期入所生活介護 2,987,975 3,200,906 3,297,329 3,331,222

 短期入所生活介護 216,716,049 304,829,425 320,297,408 334,127,647

⑨短期入所療養介護 554,636 641,509 675,273 709,036

 介護予防短期入所療養介護 0 0 0 0

 短期入所療養介護 554,636 641,509 675,273 709,036

⑩特定施設入居者生活介護 70,066,047 70,417,021 70,417,021 70,417,021

 介護予防特定施設入居者生活介護 6,067,720 5,975,028 5,975,028 5,975,028

 特定施設入居者生活介護 63,998,327 64,441,993 64,441,993 64,441,993

⑪福祉用具貸与 51,989,572 57,403,466 60,277,964 62,820,697

 介護予防福祉用具貸与 2,817,835 3,019,279 3,103,155 3,126,564

 福祉用具貸与 49,171,737 54,384,187 57,174,809 59,694,133

⑫福祉用具販売 6,499,117 6,419,371 6,419,371 6,419,371

 介護予防福祉用具販売 2,091,031 2,268,751 2,268,751 2,268,751

 福祉用具販売 4,408,086 4,150,620 4,150,620 4,150,620

⑬住宅改修 32,087,957 32,061,782 32,061,782 32,061,782

 予防給付分 16,244,761 15,210,239 15,210,239 15,210,239

 介護給付分 15,843,196 16,851,543 16,851,543 16,851,543

⑭居宅介護（介護予防）支援 189,709,948 203,991,860 211,675,586 217,460,254

 介護予防支援 42,551,941 46,178,814 47,360,637 47,782,658

 居宅介護支援 147,158,007 157,813,046 164,314,949 169,677,596
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６ 地域支援事業の事業量見込み 

第３期計画より始まった地域支援事業は、要介護（要支援）状態に陥る前から

の介護予防を推進するとともに、地域における包括的・継続的なケアマネジメン

ト機能を強化する観点から、「介護予防事業」「包括的支援事業」「任意事業」の 3

事業に取り組み、その充実に努めます。 

 

【地域支援事業の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 健診事業として生活機能評価を実施し、要介護（要支援）状態に陥るおそれが

ある虚弱高齢者（特定高齢者）を把握する。 

② 要介護（要支援）状態に陥るおそれがある虚弱高齢者（特定高齢者）を対象と

する介護予防事業を実施する。【介護予防特定高齢者施策】 

③ すべての高齢者を対象とした、健康づくり中心の介護予防事業を実施する。【介

護予防一般高齢者施策】 

 

介 護 予 防 事 業 

 

 
① 家族介護支援事業（家族介護教室、居宅での介護用品の支給、家族介護慰労事

業） 

② 食の自立支援事業（配食サービス事業） 

③ その他の高齢者の在宅生活を支援する事業 

任 意 事 業 

 
 
 

① 要支援認定者及び特定高齢者の介護予防ケアマネジメント事業 

② 総合相談支援事業（地域の高齢者の実態把握、介護保険以外の生活支援サービ

スとの調整等） 

③ 権利擁護事業（虐待の防止、虐待の早期発見等） 

④ 包括的・継続的マネジメント事業（支援困難事例に関するケアマネジャーへの

助言、地域のケアマネジャーのネットワークづくり等） 

包括的支援事業 地域包括支援センターで実施する事業 
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（１）介護予防事業 

Ⅰ．介護予防特定高齢者施策（ハイリスクアプローチ） 

要介護（要支援）状態に陥るおそれがある虚弱高齢者（特定高齢者）を把握し、

通所または訪問により、要介護（要支援）状態となることを予防するための事業

等を実施します。 

 

 

① 特定高齢者把握事業 

要介護認定等を受けていない６５歳以上の高齢者を対象に、集団健診をはじめ

とした各医療機関の受診の機会及び、訪問活動を担う保健師等との連携による生

活機能に関する状態の把握により、要介護（要支援）状態に陥るおそれがある虚

弱高齢者（特定高齢者）の把握を行います。健診等での生活機能評価受診者数は、

平成２１年度 4,９00 人、平成２２年度５，０００人、平成２３年度５,１00 人と

見込んでいます。 

なお、「生活機能に関する状態の把握」については、健康診査において、65 歳

以上の高齢者に対する診査項目中に身体機能や栄養状態、口腔状態等の「生活機

能評価」を実施しています。厚生労働省では、生活機能評価後の特定高齢者割合

を高齢者全体の５％程度と見込んでいますが、本市の２ヵ年の実績では約８％と

なっており、平成２１年度～２３年度の各年度１,１００人と見込んでいます。 

 

■ 特定高齢者把握事業（生活機能評価受診者数） ■（単位：人） 

  

平成 

20 年度

（見込み）

平成  

21 年度 

平成  

22 年度 

平成  

23 年度 

特定高齢者把握事業 

（生活機能評価受診者数） 
4,700 4,900 5,000 5,100

 

生活機能の低下が認められない 

（健康体） 
3,650 3,800 3,900 4,000

 

特定高齢者及びその候補者 1,050 1,100 1,100 1,100
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② 通所型介護予防事業 

特定高齢者把握事業により把握された虚弱高齢者を対象に、「運動器の機能向

上」「口腔機能の向上」等を目的とした通所型の介護予防事業を実施し、虚弱高齢

者の生活機能の維持・向上を図ります。 

 

 

③ 訪問型介護予防事業 

特定高齢者把握事業により把握された、閉じこもり、認知症、うつ傾向等が見

られる高齢者等に対し、保健師等が訪問し必要な相談、指導、支援等を行います。 

また、低栄養状態と認定された高齢者の方々に対しては、健康の維持と介護状

態の進行を防ぐため、個々の状態に応じた栄養のバランスの取れた配食サービス

を実施します。 

 

■ 通所型介護予防事業及び訪問型介護予防事業利用者数 ■（単位：人） 

  

平成 

20 年度 

（見込み）

平成  

21 年度 

平成  

22 年度 

平成  

23 年度 

通所型介護予防事業 400 600 1,000 1,500

訪問型介護予防事業 100 5,100 6,200 7,300

 
保健師等による閉じこもり予防 100 100 200 300

 
栄養食の配食サービス 0 5,000 6,000 7,000

 

④ 介護予防特定高齢者施策評価事業 

本計画に定める「介護予防後の要介護認定者数」等の達成状況の検証を通じて、

介護予防特定高齢者施策の事業評価を行います。 
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Ⅱ．介護予防一般高齢者施策（ポピュレーションアプローチ） 

すべての高齢者を対象として行う介護予防事業であり、地域において介護予防

に資する自主的な活動が広く実施され、高齢者が積極的にこれらの活動に参加で

きる環境整備を図るため、介護予防に関する知識の普及・啓発や地域での自主的

な介護予防活動の育成・支援を行います。 

 

 

① 介護予防普及啓発事業 

すべての高齢者を対象として、介護予防に関する知識の普及啓発を図る事業で

あり、具体的な事業としては、介護予防に関するパンフレット等の作成・配布や、

各種の健康教室の市内各支所地区での開催を行い、ｅ－むらづくり事業による情

報の発信を活用しながら、介護予防に関する知識の普及・啓発に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 地域介護予防活動支援事業 

地域の自主的な介護予防活動を支援するため、介護予防に関するボランティア

等の人材養成のための研修や、介護予防に資する地域活動組織の育成・支援等を

行います。 

 

③ 介護予防一般高齢者施策評価事業 

介護予防に関する知識の浸透度や高齢者のボランティア活動への参加数等を事

業評価項目として設定し、介護予防一般高齢者施策事業の事業評価を行います。 
 
 

介護予防教室 

健康教室 

健康・栄養指導

料理教室 

転倒骨折予防体操 

（コケ倒れん教室） 

温水プールの健康体操 

（たっしゃか体操教室） 

楽々体操・自彊術・３B 体操

その他 
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（２）包括的支援事業 

包括的支援事業とは、「介護予防ケアマネジメント事業」「総合相談支援事業」

「権利擁護事業」「包括的・継続的マネジメント事業」の 4 事業であり、地域包括

支援センターでこれらの事業を実施します。 

地域包括支援センターは、直営事業所として設置し、市役所各支所のサブセン

ター及び在宅介護支援センターの窓口（ブランチ）との連携により五島市全域を

カバーする体制で実施しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）任意事業 

制度上は、介護保険給付費等適正化事業、家族介護支援事業、その他事業の区

分となっていますが、介護保険事業の運営安定化及び被保険者の地域における自

立した生活支援のために必要な事業である限り、市町村の創意工夫を生かし、地

域の実情に応じた施策を展開いたします。 

 

① 介護給付等費用適正化事業 

要介護（要支援）認定者の自立支援と給付適正化の観点から、介護支援専門員

（ケアマネジャー）が作成する介護サービス計画（ケアプラン）のチェックを行

い、適正なケアプランに基づくサービス提供を推進します。 

 

② 家族介護支援事業 

在宅で要介護（要支援）認定者等を介護する家族の精神的・経済的負担を軽減

するための事業です。 

具体的な事業としては、「家族介護教室」や「介護用品の支給」、「家族介護慰労

事業」等が該当します。 

地域包括支援センター 

５ヵ所 市役所支所 

（サブセンター） 

１０ヵ所 在宅介護支援センター

（ブランチ） 




